


は じ め に 

 

 

連合総合生活開発研究所（連合総研）では、勤労者生活にかかわる内外の経済情勢を分析し、毎年

「経済情勢報告」として発表しています。直近では2015年10月に第28回目となる報告書「一人ひとり

が活き活きと働ける社会を目指して」においても、労働者の福祉の向上、良好な雇用・就業の確保な

ど、勤労者の生活に密着する諸問題に関心の重点をおいて、経済及び社会について客観的な分析に基

づいた提言を行っております。 

この情勢報告の作成に当たっては、当研究所に常設されている「経済社会研究委員会」でのご議論

やご助言を参考にさせて頂いておりますが、昨年のとりまとめに当たり、昨今の経済情勢における賃

上げの重要性にかんがみ、経済社会研究委員会の下にワーキング・グループにおいて、連合で集計さ

れているデータを客観的に分析し、賃上げの実態を明らかにしてはどうかという問題提起がありまし

た。 

本報告は、こうした経緯から経済社会研究委員会の下に置かれた賃金データ検討ワーキング・グル

ープにおいて、連合から提供を受けた春闘回答速報集計作業のためのデータについて分析した結果を

まとめたものです。本報告が、2016春闘の基礎資料として、また春闘賃上げや経済好循環を考える上

での参考資料として、広く活用されることとなれば幸いです。 

齋藤座長をはじめ賃金データ検討ワーキング・グループの各委員に対して心から御礼申し上げます。 
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経済社会研究委員会 賃金データ検討ワーキング・グループについて 

 

 

賃金データ検討ワーキング・グループは、連合総研に常設されている経済社会研究委員会の下に置

かれたワーキング・グループで、連合で集計しているデータについて客観的な分析を行い、賃上げに

関するミクロ・マクロの実態を明らかにすることを目的として設置されたものです。 
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【概要】 
 

足元の日本経済の状況をみると、2015年度の実質経済成長率は１％程度が見込まれる

ものの、家計の所得面の弱さから消費が振るわない。このため、企業収益は好調を続

け、労働市場において各種指標が改善しているものの、総じて回復感に乏しい展開とな

っている。生産面で在庫調整圧力は一時期に比べ薄らいでいるものの、景気回復の原動

力が見当たらない。 

 

こうした中で、2016年度の経済のカギを握るのが賃上げである。春闘の結果、どれく

らいの賃上げが行われるのか次第で、今後の経済の展開、すなわちこのまま回復感の乏

しい展開が続くのか、それとも家計所得が増加し、消費マインドが改善して好循環が実

現していくのかが、大きく左右されると考えられる。 

 

このように2016春闘は極めて重要な意義を持つものであるが、今後、交渉が本格的に

始まる前に、まずこれまでの春闘で何が起こっていたのか、客観的に実態を把握する必

要がある。こうした問題意識の下、本報告は、連合が2015春闘回答状況を集計した際の

データを分析し、春闘の結果に関するミクロ・マクロの実態を明らかにすることを目的

にまとめたものである。今回の分析において明らかになった点を整理すると、以下の通

りである。 

 

・2015春闘の平均賃上げは、組合員数ベースで2.2％、6,345円であるが、これは規模

の大きなところの高い賃上げを反映し、組合の回答を単純集計した結果（1.9％、

4,483円）よりも高い。【表２】 

 

・平均賃上げ率2.2％を上回る賃上げは、組合員数1000人超の大企業だけであり、500

人以下では平均賃上げ率は2％を下回り、50人以下では１％台半ばとなっている。

【図２(1)】 

 

・賃上げのうちベアについては、平均でみれば２年連続組合員数ベースでプラスだ

が、個別にみれば、組合数で約25％、組合員数で約10％においてベアがゼロである

など、賃上げはまだ十分浸透していない。【表２,図１(3-1)及び(3-2)】 

 

・地域別にベア率（中央値）をみると、東海が0.8％程度である一方、北海道・東

北、九州、四国ではその半分の0.4％程度であり、特にこれら３地域では第１四分

位がほぼゼロ、すなわち４分の１程度の組合員はベアなしとなっている。このよう

に、賃上げの地方への波及は不十分である。【図５(2-1)】 

 

・2014春闘と比較すると、賃上げの平均の率・金額とも大きくなっているほか、賃上

げの分布の各パーセンタイルで上昇していることから、分布が全体として右にシフ

トしたことがわかる。ただ、75、90パーセンタイルなど高い回答の方のシフトが大

きく、全体として賃上げの格差は拡大した。【表４及び５】 
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Ⅰ．データの概要 

本報告では、連合が2015春闘回答状況を集計した際のデータと同一のデータを分析している。具体

的には、連合がその構成組織を通じて集めた5,469組合（組合員数2,727,767人）からの回答を対象に

している。このデータに含まれる項目の説明は表１の通りである。 

 

表１ データの項目の概要 

項 目 説 明 

中核組合 中核組合（130組合）に該当するか否か 

地域 47都道府県及び「その他」（注１） 

業種 製造業、商業流通、交通運輸、サービス・ホテル、情報・出版、金融保険、

公務（注２）、その他の８区分 

共闘連絡会議 金属、化学・食品・製造等、流通・サービス・金融、インフラ・公益、交

通・運輸、その他の６区分 

組合員数 所属組合員数（人） 

平均年齢 所属組合員の平均年齢（歳） 

平均勤続 所属組合員の平均勤続年数（年） 

要求ベース 要求の元となる金額（円） 

要求額 要求の金額の「計」と、その内訳である「定昇相当分」と「賃上げ分」（ベ

ースアップ分）を分けて記載 

要求率 要求ベースに対する要求額の割合の「計」と、その内訳である「定昇相当

分」と「賃上げ分」（ベースアップ分）を分けて記載 

回答・妥結 回答、妥結の状況とその日付 

回答額 回答の金額の「計」と、その内訳である「定昇相当分」と「賃上げ分」（ベ

ースアップ分）を分けて記載 

回答率 回答の上昇率の「計」と、その内訳である「定昇相当分」と「賃上げ分」

（ベースアップ分）を分けて記載 

昨年実績額 昨年実績の金額の「計」と、その内訳である「定昇相当分」と「賃上げ分」

（ベースアップ分）を分けて記載 

昨年実績率 昨年実績の上昇率の「計」と、その内訳である「定昇相当分」と「賃上げ

分」（ベースアップ分）を分けて記載 
注１：複数の都道府県で企業活動を行い特定の都道府県に属していない場合は「その他」とされる。 

注２：実際には「公務」に分類される組合は分析対象に含まれていない。 

 

このデータを活用し、本報告では連合が公表している2015春闘回答状況の詳細を明らかにしている

が、以下のような点については留意する必要がある。 

（１）平均方式で賃金改定交渉を行っている組合のみが対象である。したがって個別方式の組合は対

象にならない。 

（２）賃上げ額（金額）の「合計」は、「定昇」と「ベア」の和であるが、全ての組合がこの３つに

全て回答しているわけではない（すなわち欠損値がある）ため、例えば「合計」の平均は「定

昇」の平均と「ベア」の平均の和に一致しない。 
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（３）業種や共闘連絡会議の分類は、例えば日本産業分類に基づくものではなく、連合の分類に基づ

くものである。 

（４）規模としては組合員数を用いており、通常用いられる従業員数と異なる。 

（５）本報告の分析に際しては、賃上げの要求・回答など組合の記入事項をそのまま用いており、例

えば賃上げの計と内訳の整合性から欠損値を補うことが可能であっても、あえてそのまま用い

ているなどのため、分析結果が連合の集計結果1と厳密には一致しない。 

 

  

                             
1 連合「2015春季生活闘争 第６回（最終）回答集計結果について」（2015年７月２日） 
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Ⅱ．統計調査結果 

 

１．全般的な回答状況 

 

2015春闘の回答状況を組合員数ベースでみると平均の賃上げ率は2.19％であり、単純集計ベースの

1.87％を上回る（表２）。また回答の分布の真ん中50％に位置する中央値（メジアン）は、それぞれ

2.13％（組合員数ベース）と1.85％（単純集計ベース）となっている。このように組合員数を考慮す

ると高い賃上げとなるのは、組合員数が多い大規模な企業の賃上げが中小の賃上げよりも高いことを

反映している。実際、賃上げ率の分布をみると（図１(1-1)）、単純集計ベースでは左右対称に近い

が、組合員数ベースの分布は、単純集計ベースの分布に比べ、右に偏っている。 

 

表２ 賃上げ回答の平均値・中央値 

 平均値 中央値 

 組合員数 単純集計 組合員数 単純集計 

 計 

賃上げ率（％） 2.19 1.87 2.13 1.85 

賃上げ金額（円） 6,354 4,483 6,005 4,400 

 定昇 

賃上げ率（％） 1.69 1.56 1.70 1.60 

賃上げ金額（円） 5,005 3,964 4,928 4,019 

 ベア 

賃上げ率（％） 0.61 0.50 0.55 0.39 

賃上げ金額（円） 1,813 1,251 1,645 1,000 

 

金額ベースでみた賃上げは、組合員数ベースでは平均6,354円と単純集計ベースの4,483円よりも約

2,000円高く、中央値（メジアン）でもそれぞれ6,005円、4,400円と組合員数ベースの方が約1,500円

高くなる（表２）。賃上げ金額の分布状況をみると（図１(1-2)）、元になる要求ベースの水準の差

を映じて率の場合に比べて全体にバラツキが大きくなるが、やはり率でみた場合と同様に組合員数ベ

ースでは右に大きな偏りが現れる。 

 

（定昇・ベアの内訳） 

賃上げの内訳をみてみると、単純集計ベースでは、定昇では1.50～1.75％、4,000～4,500円を最頻

値（モード）とした左右対称な分布となるが、ベアではゼロを最頻値とする右下がりの分布となる。

ベアなしの企業は25％に達している。組合員数ベースでは分布が右に偏り、最頻値は定昇の金額では

5,000～5,500円、ベアでは0.25～0.50％、500～1,000円と単純集計ベースよりも高くなっている 
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（図１の各図）。定昇5,000～5,500円、ベア500～1,000円、合計6,000～6,500円というパターンは全

体の約12％を占める。 

 

図１ 賃上げの分布状況 

(1-1) 合計・率                (1-2) 合計・金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2-1) 定昇・率                (2-2) 定昇・金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3-1) ベア・率                (3-2) ベア・金額 
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賃上げ率及び金額の分布状況について、百分位数（パーセンタイル）で示したものが表３であり、

これにより、例えば賃上げ率1.39％以下の組合員数は10％であるなど、分布における位置がわかる2。

第１四分位と第３四分位の間の50％をカバーする範囲は、員数ベースでも単純集計ベースでも賃上げ

率では１％ポイント弱、金額では3,000円弱の幅である。 

 

表３ 賃上げ率及び金額の分布状況（パーセンタイル） 

  10％ 25％ 
（第１四分位）

50％ 75％ 
（第３四分位） 

90％ 

賃上げ率

（％） 

組合員数 1.39 1.76 2.13 2.65 3.01

単純集計 0.88 1.36 1.85 2.34 2.80

賃上げ金額
（円） 

組合員数 3,461 4,978 6,005 7,900 9,400

単純集計 1,628 2,956 4,400 5,838 7,327

 

  

                             
2 p.21 の図も参考のこと。 
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２．規模別の動向 

 

企業の規模を組合員数により８区分し、賃上げ率・金額の計及びベア分について整理したのが図２

である。規模が大きいほど賃上げ率、金額ともに高くなる傾向がみられる。平均賃上げ率2.2％を上

回る賃上げは、組合員数1,000人以上の大規模企業しかできておらず、499人以下では平均賃上げ率は

２％を下回り、49人以下では１％台半ばとなっている。この結果、９人以下の引上げ率の第３四分位

が、1,000人以上の第１四分位にほぼ相当する（組合員数ベース）（図２(1),(2)）。ただし、小規模

な企業でも元気な企業は高い賃上げを行っており、例えば90％タイルに規模間で格差はほとんどない

3。この結果、小規模企業では賃上げのバラツキが大きくなっており、90％タイルと10％タイルの差

は２％ポイントを超える。 

分布の下の方の格差が規模間で顕在化する傾向は、ベアにおいてより明確である。図２(3)及び(4)

が示すように、第３四分位はむしろ小規模の方が高い場合もあるが、第１四分位は大規模の方が明ら

かに高く、中小においてはベアなしが25％程度存在する（組合員数ベース）。 

 

図２ 規模別賃上げ動向：組合員数ベース 

(1) 合計・率                     (2) 合計：金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) ベア・率                     (4) ベア：金額  

                             
3 90％タイルは1,000人以上の3.16％を除き、2.6～2.8％程度となっている（例えば９人以下で2.79％、500人以上999

人以下で2.80％）。こうしたことから、後に賃上げの決定要因を計量分析した結果では、規模（組合員数）は賃上げ

に非線形の影響を及ぼしている（表７）。 
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３．業種別動向 

 

業種別にみると、賃上げ率・組合員数ベース（中央値）では製造業が一番高く、サービス・ホテル

がそれに次ぐ。サービス・ホテルでは、同業種内のバラツキが極めて小さい。情報・出版の賃上げ率

が一番低いが、回答数が少ないことに留意が必要である（図３(1)）。 

ベアについては、賃上げ率・組合員数ベースで情報・出版が一番高く、製造業、商業・流通と続く

が、前述のように情報・出版の回答数が少ないことには留意が必要である（図３(2)）。なお、金

融・保険については率で答える組合と金額で答える組合で答え方がほぼ二分されているため、両者の

間で整合しない点にも留意が必要である。 

 

図３ 業種別賃上げ動向：組合員数ベース 

(1) 合計・率                     (2) 合計：金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) ベア・率                     (4) ベア：金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：業種の並べ方は、合計・率の中央値の大きい順番で固定。 
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４．共闘連絡会議別の動向 

 

共闘連絡会議とは、春闘の有効性を高めることを目的に活動する産業部門ごとに置かれた５つの会

議（金属、化学・食品・製造等、流通・サービス・金融、インフラ・公益、交通・運輸）であり、

2009年の春闘から設けられ、主な構成組織が参加している。具体的には要求内容の把握、情報交換及

び情報開示を行い、波及効果を高めることを狙っている。 

合計・率、金額とも中央値は金属が一番高く、化学・食品・製造が次いで高い（図４(1)）。イン

フラ・公益はバラツキが小さい点が特徴的である。ただし、ベア・率の中央値では、交通・運輸や

「その他」が金属に次ぐ高い賃上げとなっている（図４(3)）。 

 

図４ 共闘連絡会議別賃上げ動向：組合員数ベース 

(1) 合計・率                     (2) 合計：金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) ベア・率                     (4) ベア：金額  

 

 

 

 

 

 

 

 

注：共闘連絡会議の並べ方は、合計・率の中央値の大きい順番で固定。 
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５．地域別の動向4 

 

合計・率の中央値でみると、東海では2.5％超の賃上げとなる一方で、中国、四国では1.8％程度の

賃上げとなり、0.8％ポイント程度の差がみられる（図５(1-1)）。合計・額については、東海が

7,100円以上である一方、四国が4,200円台と、その６割程度にとどまる（図５(1-2)）。 

ベアについては、中央値でみて、東海が率で0.8％程度、金額で2,000円となる一方で、北海道・東

北、九州、四国では0.4％、1,000円とその半分程度にとどまる（図５(2-1)及び(2-2)）。特に第１四

分位をみると、北海道・東北、九州、四国ではゼロ近傍であり、すなわち４分の１程度の組合員はベ

アなしとなっており、ベアがまだ十分全国に浸透していていない。ベアの浸透については、Ⅲ．３．

で再度分析する。 

 

図５ 地域別賃上げ動向：組合員数ベース 

(1-1) 合計・率                (1-2) 合計：金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2-1) ベア・率                (2-2) ベア・金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：各項目で中位値の大きい順番に各地域を並べているため、項目ごとに並べ方が異なる。 

   「その他」には複数の都道府県で企業活動を行い特定の都道府県に属さない企業の組合が含まれる。 

                             
4 本節における地域ブロックの定義は参考(p.20)を参照。 
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Ⅲ．分析結果 

 

１．2015春闘と2014春闘との比較 

 

（全体の分布の変化） 

これまでの結果は有効な回答は全て用いたものであったが、2015春闘と2014春闘の成果を比較する

ために、双方の質問に有効な回答をしている組合に絞って分析を行う。 

両年の回答の分布全体（組合員数ベース）の変化をみると、率・金額とも各パーセンタイルで上昇

し、全体として分布が右に動いて2015年の方が2014年よりも高い回答を得たことがわかる。特に、75、

90パーセンタイルにおいては、2015年の賃上げ率・金額が2014年に比べて大きく高まり、この差分は

他のパーセンタイルよりも概して大きい。この傾向は、特にベアにおいて顕著である（表４）。 

表４ 2014春闘と2015春闘の比較（共通サンプル、組合員数ベース） 

  10％ 25％ 50％ 75％ 90％ 平均 
  計 

賃上げ率
（％） 

2014 1.25 1.71 2.07 2.55 2.87 2.08 
2015 1.36 1.75 2.25 2.69 3.10 2.23 

賃上げ金額
（円） 

2014 3,200 4,700 6,153 7,215 8,773 6,020 
2015 3,500 5,000 6,005 7,900 9,300 6,366 

  ベア 
賃上げ率
（％） 

2014 0.00 0.18 0.42 0.67 0.85 0.48 
2015 0.00 0.35 0.65 0.95 1.15 0.67 

賃上げ金額
（円） 

2014 0 700 1,059 2,000 2,520 1,332 
2015 149 1,000 1,735 2,500 3,500 1,866 

 

上に述べたような分布の変化から、賃金引上げにおける格差は2014春闘より2015春闘の方がおおき

いであろうと推測されるが、これを具体的に確認したのが表５である。ここでは３種類の格差指標を

用いて率と金額、賃上げの合計・ベア分のいずれにおいても格差が拡大していることを示している。 

表５ 賃上げの格差の動向（共通サンプル、組合員数ベース） 

  90％タイルと 
10％タイルの差

75％タイルと
25％タイルの差

標準偏差 

  計 
賃上げ率 
（％ポイント） 

2014 1.62 0.84 0.66 
2015 1.74 0.94 0.70 

賃上げ金額（円） 
2014 5,573 2,515 2,104 
2015 5,800 2,900 2,322 

  ベア 
賃上げ率 
（％ポイント） 

2014 0.85 0.49 0.44 
2015 1.15 0.60 0.47 

賃上げ金額（円） 
2014 2,520 1,300 1,050 
2015 3,351 1,500 1,274 
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図９ 賃上げ状況の比較：実態調査と連合調査 

(1-1) 率及び人数ベース：2015年          (1-2) 率及び人数ベース：2014年 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2-1) 金額及び企業ベース：2015年         (2-2) 金額及び企業ベース：2014年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（時系列でみた比較） 

実態調査と連合調査の平均賃上げ率の推移をみると（図10）、全体として同じような動きをしてい

るが、連合調査の方が実態調査よりも賃上げ率が平均して0.6％ポイント程度高くなっている。さら

に、従業員５人以上と対象が広い毎月勤労統計の所定内賃金伸び率を、これら２つの賃上げ率と比べ

ると、所定内賃金伸び率の動きの方がより振れが大きく、かつ、低い伸び率となっている。これは毎

月勤労統計では賃金支払い額を人数で除した平均賃金を求めているため、例えば年齢構成が一定で年

齢・賃金プロファイルが安定している場合は、個々の労働者の賃上げではあらわれる定昇部分が相殺

されて出てこないためである。1994年度以降、平均して所定内賃金（一般）伸び率は、2.2％ポイン

ト程度連合調査を下回っている。 
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図10 各種統計による賃金上昇率の推移（年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．賃上げに影響を与える要因について 

 

個々の組合の賃上げの決定要因を探るために推計を行った。賃上げ金額（総額、定昇、ベア）の推

計に用いる説明変数としては、種々のダミー変数7による属性を調整に加え、要求水準、前年の賃上

げ金額、規模（組合員数の対数）、平均年齢と平均勤続年数を用いた。また、小規模な企業において

も高い賃上げが行われている事例がデータで見られることから、自乗の項を加えて規模について非線

形を考慮した。さらに年齢と勤続年数は正の相関を持つと予想されることから、交差効果も考慮する

こととした。なお、賃金交渉に際して参照される企業実績の変数が利用可能でない中で、前年の賃上

げ金額は単に前年実績という意味だけではなく、仮に企業実績と時差相関があるとすれば、不完全な

がらも参照されるべき企業実績の代理変数との意味もある。表７左側が賃上げの総額、定昇、ベアの

それぞれについて推計を行ったものの結果であるが、これらの結果をさらに検証するために同一のサ

ンプルに対して行った結果が表７右側である。 

まず、昨年実績の計数は正であることから、昨年の企業業績がよく、そしておそらくは今年の業績

もよいところは賃上げ額が大きくなったと考えられる。要求ベースもプラスであることから、既に賃

金水準が高いところほど賃上げの額が大きい。これらは、賃上げの総額・定昇・ベアのいかんにかか

わらず、またサンプルの違いにかかわらず共通してみられる。また、組合員数でみた規模については、

定昇では統計的に有意な結果は得られないが、総額及びベアでは有意な結果となり、概ね40～60人を

底とする二次曲線が推計されて非線形な効果が得られた。 

 

 

 

                             
7 構成組織、都道府県、産業、共闘連絡会議の４種類のダミーを説明変数として加えており、大きな外れ値がある場

合にはその観察値を除くためにダミーを用いた。 
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被説明変数
共通サンプル

推計値 標準誤差 推計値 標準誤差
定数項 4043.00 595.50 *** 2313.00 882.40 **
要求ベース 0.0083 0.0009 *** 0.0069 0.0012 ***
昨年実績 0.6075 0.0156 *** 0.7019 0.0204 ***
log(組合員数) -384.30 73.88 *** -252.00 119.20 *
[log(組合員数)]^2 47.24 7.24 *** 30.65 10.57 **
平均年齢(x) -68.29 13.97 *** -29.84 21.04
平均勤続年数(y) -79.39 39.16 * 3.08 62.44
x * y 1.63 0.90 -0.49 1.50
業種・規模等のダミー
異常値ダミー
R^2
サンプル数
自由度

被説明変数
共通サンプル

推計値 標準誤差 推計値 標準誤差
定数項 629.10 584.50 539.70 615.90
要求ベース 0.0034 0.0008 *** 0.0032 0.0009 ***
昨年実績 0.7797 0.0172 *** 0.7895 0.0186 ***
log(組合員数) -40.24 79.29 -70.39 83.34
[log(組合員数)]^2 4.50 7.07 6.67 7.37
平均年齢(x) -13.22 13.70 -8.37 14.72
平均勤続年数(y) 37.22 41.50 56.15 43.66
x * y -0.88 0.99 -1.34 1.05
業種・規模等のダミー
異常値ダミー
R^2
サンプル数
自由度

被説明変数
共通サンプル

推計値 標準誤差 推計値 標準誤差
定数項 1688.00 701.10 * 1871.00 716.30 **
要求ベース 0.0025 0.0009 ** 0.0022 0.0009 *
昨年実績 0.5686 0.0211 *** 0.5302 0.0227 ***
log(組合員数) -209.80 93.32 * -201.20 97.09 *
[log(組合員数)]^2 26.36 8.25 ** 26.86 8.60 **
平均年齢(x) -15.51 16.72 -18.63 17.06
平均勤続年数(y) -55.19 49.96 -65.52 50.86
x * y 0.84 1.20 1.14 1.22
業種・規模等のダミー
異常値ダミー
R^2
サンプル数
自由度

2059
1979

0.362
1812
1732

有り
なし

有り
なし

0.379

0.690
2009
1929

0.680
1812
1732

0.628
1812
1732

有り
なし

有り
なし

× 〇

× 〇
総額

定昇・額

ベア・額

× 〇

有り
有り

有り
なし

0.635
3251
3166

表７ 賃上げ金額の推計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注：*** 0.1％有意、** １％有意、* ５％有意 

 

年齢、勤続年数の効果については、賃上げ総額で統計的に有意だが、定昇やベアとの同一サンプル

では有意ではない。さらにその内訳の定昇、ベアそれぞれの推計においても有意ではないため、総額

で有意となることの原因が確かめられない。平均年齢は負の効果となることが多いが、平均勤続年数

については符号も一定でない。 

推計結果から何か確定的なことを言うことは難しいが、平均年齢（や勤続年数）と賃上げとの関係

については、以下のような関係が考えられる。 

（１）業績のよい企業の方が新規採用を抑制することがないため、平均年齢が若く勤続年数が短くな

る。 
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（２）技術革新をはじめ環境変化が大きい中で、平均年齢が高く勤続年数が長い企業ほど変化への対

応力が乏しく生産性の向上が緩やかになる。 

（３）各企業は賃金プロファイルをフラット化しているため、平均年齢が高く勤続年数が長い企業ほ

ど賃上げが小さくなる。 

様々な関係が想定しえるが、実証的にどの関係が成立するのかは、頑健な推計結果が得られず、ま

た限られた説明変数しかデータセットにない中では確定することはできない。 
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（参考）地域分類について 

 
都道府県 地域分類 都道府県 地域分類 

1 北 海 道  

 

 

 

北海道・東北 

25 滋 賀 県  

 

 

近 畿 

2 青 森 県 26 京 都 府 

3 岩 手 県 27 大 阪 府 

4 宮 城 県 28 兵 庫 県 

5 秋 田 県 29 奈 良 県 

6 山 形 県 30 和歌山県 

7 福 島 県 31 鳥 取 県  

 

 

中 国 

8 茨 城 県  

 

 

関 東 

32 島 根 県 

9 栃 木 県 33 岡 山 県 

10 群 馬 県 34 広 島 県 

11 埼 玉 県 35 山 口 県 

12 千 葉 県 36 徳 島 県  

 

四 国 

13 東 京 都 37 香 川 県 

14 神奈川県 38 愛 媛 県 

15 新 潟 県  

 

北 陸 

39 高 知 県 

16 富 山 県 40 福 岡 県  

 

 

 

九 州 

 

17 石 川 県 41 佐 賀 県 

18 福 井 県 42 長 崎 県 

19 山 梨 県 関 東 43 熊 本 県 

20 長 野 県  

 

東海 

44 大 分 県 

21 岐 阜 県 45 宮 崎 県 

22 静 岡 県 46 鹿児島県 

23 愛 知 県 47 沖 縄 県 

24 三 重 県   ＊ その他 その他 
注：「その他」には複数の都道府県で企業活動を行い特定の都道府県に属さない企業の組合が含まれる。 
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目次
　　2015春闘の結果

（１）率 （２）金額 （１）率 （２）金額
１．賃上げ合計 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ p.23 p.24 p.25 p.26

２．定昇分 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ p.27 p.28 p.29 p.30

３．ベア分 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ p.31 p.32 p.33 p.34

４．要求：賃上げ計 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ p.35 p.36 p.37 p.38

５．要求：定昇分 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ p.39 p.40 p.41 p.42

６．要求：ベア分 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ p.43 p.44 p.45 p.46

　　（参考）2015春闘回答組合による2014春闘の結果

参考１．賃上げ合計 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ p.47 p.48 p.49 p.50

参考２．定昇分 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ p.51 p.52 p.53 p.54

参考３．ベア分 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ p.55 p.56 p.57 p.58

※　p.23以降の統計表をみる際の注意
　賃上げ率（金額）の分布

      a          x
この時、この分布のαパーセンタイルはx=aであるという。

※地域区分は、p.20を参照。

この部分に属する確
率がα

以下の統計表では、αが10％、25％（第1四分位）、50％（中央値）、75％（第3四分位）、90％の場合
のaの値を記載している。

組合員数ベース 単純集計ベース

統計資料

賃上げ 賃上げ
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１．　２０１５春闘・賃上げ合計
（１）賃上げ率／組合員数ベース （単位：％）

10％ 第１四分位 中央値 第３四分位 90％ 平均値
全国 1.39 1.76 2.13 2.65 3.01 2.19

製造業 1.49 1.94 2.42 2.90 3.19 2.37
商業流通 1.20 1.49 2.00 2.38 2.79 1.99
交通運輸 0.96 1.71 1.76 2.42 2.63 1.88
サービス・ホテル 2.01 2.01 2.01 2.01 2.01 2.02
情報・出版 0.00 1.40 1.40 1.40 2.00 1.31
金融保険 0.81 1.05 1.47 1.65 2.04 1.46
その他 1.05 1.49 1.88 2.49 3.39 2.06

金属 1.57 2.07 2.53 2.96 3.20 2.45
化学・食品・製造等 1.39 1.73 2.17 2.65 3.01 2.18
流通・サービス・金融 1.17 1.49 2.00 2.42 2.79 1.99
インフラ・公益・ 1.56 2.01 2.01 2.01 2.01 1.92
交通・運輸 0.96 1.71 1.76 2.42 2.63 1.89
その他 1.01 1.57 2.14 2.71 3.52 2.28

9人以下 0.54 1.00 1.45 2.07 2.79 1.65
10人以上29人以下 0.57 1.03 1.62 2.18 2.68 1.67
30人以上49人以下 0.54 1.11 1.61 2.11 2.59 1.63
50人以上99人以下 0.89 1.30 1.76 2.24 2.75 1.82
100人以上299人以下 1.02 1.49 1.91 2.33 2.83 1.93
300人以上499人以下 1.14 1.52 2.00 2.48 2.80 1.99
500人以上999人以下 1.25 1.57 2.02 2.48 2.81 2.03
1000人以上 1.57 2.00 2.25 2.69 3.16 2.30

35歳以下 1.60 2.08 2.52 3.07 3.19 2.52
35歳以上40歳未満 1.49 1.84 2.35 2.81 3.22 2.33
40歳以上45歳未満 1.40 1.75 2.01 2.32 2.69 2.03
45歳以上50歳未満 0.59 0.89 1.25 1.73 2.00 1.31
50歳以上 0.00 0.00 0.93 1.59 1.72 0.86

5年以下 1.01 1.34 2.13 2.69 3.24 2.04
5年超10年以下 1.43 1.76 2.14 2.71 3.17 2.24
10年超12.5年以下 1.40 1.75 2.23 2.87 3.19 2.26
12.5年超15年以下 1.29 1.65 2.24 2.68 2.96 2.17
15年超20年以下 1.48 1.99 2.01 2.63 3.01 2.20
20年超25年以下 1.46 1.79 2.42 2.63 2.69 2.20
25年超 0.10 1.07 1.31 1.68 1.94 1.34

中核組合 1.75 2.01 2.01 2.91 3.22 2.28
その他 1.28 1.70 2.19 2.63 2.97 2.16

北海道・東北 0.89 1.41 1.91 2.30 2.83 1.89
関東 1.24 1.60 2.17 2.70 2.98 2.15
東海 1.50 2.07 2.53 3.10 3.22 2.47
北陸 1.31 1.67 2.00 2.48 2.90 2.08
近畿 1.26 1.70 2.19 2.51 2.96 2.18
中国 1.09 1.43 1.77 2.13 2.64 1.82
四国 0.90 1.43 1.77 2.13 2.50 1.77
九州 0.89 1.48 1.95 2.27 2.70 1.86
その他 1.75 2.01 2.01 2.63 2.85 2.18

北海道・東北  300人以上 0.89 1.44 2.05 2.30 2.83 1.94
　　　　　        300人未満 0.91 1.28 1.76 2.26 2.64 1.81
関東            300人以上 1.28 1.65 2.22 2.74 2.98 2.19
　　　　　        300人未満 1.00 1.48 1.93 2.30 2.82 1.94
東海            300人以上 1.67 2.16 2.67 3.19 3.22 2.54
　　　　　        300人未満 1.11 1.50 1.90 2.39 2.90 1.94
北陸            300人以上 1.47 1.76 2.03 2.48 2.90 2.18
　　　　　        300人未満 0.97 1.40 1.91 2.37 2.75 1.92
近畿            300人以上 1.31 1.86 2.27 2.57 3.00 2.25
　　　　　        300人未満 1.00 1.47 1.95 2.39 2.86 1.93
中国            300人以上 1.24 1.43 1.77 2.13 2.64 1.85
　　　　　        300人未満 1.00 1.41 1.77 2.16 2.66 1.79
四国            300人以上 1.12 1.46 1.77 2.13 2.50 1.79
　　　　　        300人未満 0.78 1.29 1.67 2.12 2.65 1.74
九州            300人以上 0.95 1.55 1.96 2.30 2.70 1.92
　　　　　        300人未満 0.80 1.24 1.74 2.22 2.72 1.74
その他         300人以上 1.75 2.01 2.01 2.63 2.85 2.19
　　　　　        300人未満 1.10 1.52 1.95 2.35 2.87 1.98

地域別

地域別・規模別

産業別

共闘連絡会議別

規模（組合員数）別

平均年齢別

平均勤続年数別

中核組合
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１．　２０１５春闘・賃上げ合計
（２）賃上げ金額／組合員数ベース （単位：円）

10％ 第１四分位 中央値 第３四分位 90％ 平均値
全国 3,461 4,978 6,005 7,900 9,400 6,354

製造業 3,800 5,166 7,000 8,900 10,139 6,966
商業流通 3,209 4,331 5,654 6,865 7,846 5,576
交通運輸 1,815 3,420 5,253 7,005 8,882 5,236
サービス・ホテル 6,005 6,005 6,005 6,005 6,005 5,943
情報・出版 4,673 5,177 5,177 7,513 7,513 6,129
金融保険 2,920 2,920 4,730 4,952 6,297 4,577
その他 2,886 4,000 5,300 7,118 9,012 5,618

金属 4,000 5,250 7,100 9,000 11,000 7,116
化学・食品・製造等 3,600 4,891 6,416 8,125 10,000 6,662
流通・サービス・金融 3,027 4,331 5,621 6,841 7,846 5,516
インフラ・公益・ 5,123 6,005 6,005 6,005 6,005 5,804
交通・運輸 1,850 3,389 5,253 7,005 8,882 5,217
その他 2,408 4,098 6,063 7,614 9,949 6,064

9人以下 1,000 2,000 3,200 4,880 6,000 3,588
10人以上29人以下 1,000 2,000 3,502 5,000 6,310 3,639
30人以上49人以下 1,000 2,000 3,500 4,967 6,000 3,566
50人以上99人以下 1,600 2,700 4,002 5,300 6,837 4,162
100人以上299人以下 2,143 3,500 4,700 6,000 7,290 4,794
300人以上499人以下 2,600 3,752 5,200 6,347 7,625 5,169
500人以上999人以下 3,000 4,300 5,367 6,509 7,800 5,431
1000人以上 4,700 5,819 6,700 8,876 9,645 7,064

35歳以下 4,015 5,000 6,500 8,000 9,200 6,528
35歳以上40歳未満 3,771 5,123 6,544 8,426 10,139 6,831
40歳以上45歳未満 3,772 5,253 6,005 7,119 9,000 6,256
45歳以上50歳未満 1,200 2,000 3,580 4,213 6,500 3,578
50歳以上 1,320 1,580 2,000 3,546 5,164 2,703

5年以下 1,626 3,115 5,709 6,858 8,208 4,858
5年超10年以下 3,200 4,210 5,511 7,388 8,540 5,757
10年超12.5年以下 3,500 5,179 5,834 7,902 9,200 6,263
12.5年超15年以下 3,200 4,478 6,036 7,831 8,950 6,121
15年超20年以下 4,300 5,714 6,005 8,000 11,000 6,774
20年超25年以下 4,331 5,621 7,121 8,882 9,500 7,178
25年超 200 2,800 3,620 4,500 5,690 3,722

中核組合 5,253 6,005 6,005 8,900 11,300 7,120
その他 3,100 4,500 6,000 7,800 9,200 6,100

北海道・東北 1,882 3,100 4,625 5,807 7,100 4,556
関東 3,240 4,900 6,150 8,077 10,139 6,457
東海 4,000 5,393 7,100 9,300 11,300 7,347
北陸 2,683 4,050 5,012 6,000 7,400 5,063
近畿 3,209 4,560 6,373 7,285 8,426 6,205
中国 2,200 3,210 4,210 5,265 7,000 4,372
四国 2,000 3,495 4,702 5,360 6,391 4,479
九州 1,944 3,281 4,900 5,860 6,509 4,600
その他 5,253 5,982 6,005 8,082 8,882 6,631

北海道・東北  300人以上 2,005 3,696 5,061 6,266 7,500 4,946
　　　　　        300人未満 1,700 2,500 3,900 5,000 6,497 3,938
関東            300人以上 3,740 5,200 6,495 8,208 10,185 6,716
　　　　　        300人未満 1,979 3,500 4,914 6,140 7,681 4,927
東海            300人以上 4,608 6,000 7,500 9,500 11,300 7,685
　　　　　        300人未満 2,300 3,509 4,800 6,000 7,400 4,789
北陸            300人以上 3,697 4,521 5,367 6,274 7,459 5,538
　　　　　        300人未満 1,988 2,989 4,338 5,504 6,600 4,379
近畿            300人以上 3,550 5,200 6,792 7,692 8,426 6,579
　　　　　        300人未満 2,055 3,474 5,000 6,167 7,459 4,907
中国            300人以上 2,824 3,425 4,309 5,558 7,188 4,573
　　　　　        300人未満 2,000 3,000 4,000 5,145 6,313 4,056
四国            300人以上 2,550 4,246 4,726 5,360 6,865 4,829
　　　　　        300人未満 1,900 2,500 4,080 4,992 5,812 3,828
九州            300人以上 2,000 3,900 5,500 5,860 6,527 4,933
　　　　　        300人未満 1,600 2,554 3,800 5,000 6,445 3,907
その他         300人以上 5,253 6,005 6,005 8,097 8,882 6,657
　　　　　        300人未満 2,716 3,841 5,100 6,373 7,235 5,209

地域別・規模別

地域別

産業別

共闘連絡会議別

規模（組合員数）別

平均年齢別

平均勤続年数別

中核組合
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１．　２０１５春闘・賃上げ合計
（３）賃上げ率／単純集計ベース （単位：％）

10％ 第１四分位 中央値 第３四分位 90％ 平均値
全国 0.88 1.36 1.85 2.34 2.80 1.87

製造業 1.04 1.49 1.95 2.38 2.82 1.96
商業流通 0.92 1.32 1.85 2.31 2.83 1.90
交通運輸 0.26 0.59 0.98 1.55 2.24 1.13
サービス・ホテル 0.63 1.04 2.01 2.49 2.61 1.83
情報・出版 0.56 1.55 1.95 2.00 2.42 1.76
金融保険 1.07 1.38 1.64 1.99 2.50 1.75
その他 0.76 1.14 1.59 2.21 2.91 1.78

金属 1.22 1.62 2.04 2.50 2.92 2.08
化学・食品・製造等 0.92 1.32 1.75 2.19 2.62 1.76
流通・サービス・金融 0.83 1.23 1.78 2.33 2.78 1.88
インフラ・公益・ 1.01 1.38 1.60 1.90 2.12 1.61
交通・運輸 0.27 0.60 0.98 1.54 2.21 1.13
その他 0.83 1.29 1.74 2.52 3.18 1.92

9人以下 0.50 0.93 1.44 2.04 2.91 1.69
10人以上29人以下 0.56 1.00 1.60 2.18 2.68 1.66
30人以上49人以下 0.54 1.11 1.62 2.12 2.60 1.63
50人以上99人以下 0.87 1.30 1.75 2.24 2.75 1.82
100人以上299人以下 1.00 1.47 1.90 2.31 2.83 1.92
300人以上499人以下 1.14 1.52 2.00 2.47 2.77 1.99
500人以上999人以下 1.25 1.57 2.02 2.48 2.80 2.03
1000人以上 1.28 1.73 2.22 2.65 3.00 2.19

35歳以下 1.35 1.77 2.25 2.65 3.16 2.24
35歳以上40歳未満 1.17 1.60 2.00 2.42 2.84 2.04
40歳以上45歳未満 0.81 1.18 1.61 2.07 2.59 1.67
45歳以上50歳未満 0.50 0.78 1.14 1.66 2.21 1.33
50歳以上 0.42 0.70 1.14 1.70 2.24 1.41

5年以下 0.94 1.37 1.96 2.49 3.28 2.01
5年超10年以下 0.93 1.50 2.01 2.52 3.06 2.03
10年超12.5年以下 0.97 1.44 1.92 2.44 2.93 1.95
12.5年超15年以下 0.95 1.44 1.95 2.40 2.80 1.92
15年超20年以下 0.97 1.35 1.79 2.19 2.66 1.80
20年超25年以下 0.67 1.10 1.57 2.00 2.49 1.67
25年超 0.42 1.04 1.29 1.90 2.65 1.51

中核組合 1.14 1.52 2.07 2.78 3.00 2.11
その他 0.88 1.35 1.84 2.32 2.79 1.86

北海道・東北 0.79 1.11 1.71 2.26 2.80 1.78
関東 0.94 1.42 1.90 2.35 2.80 1.91
東海 0.99 1.49 1.95 2.40 2.80 1.93
北陸 0.85 1.33 1.87 2.24 2.72 1.86
近畿 0.84 1.36 1.89 2.37 2.81 1.87
中国 0.92 1.29 1.71 2.17 2.65 1.75
四国 0.67 1.22 1.66 2.15 2.74 1.70
九州 0.70 1.15 1.71 2.23 2.71 1.77
その他 1.22 1.60 2.13 2.57 2.92 2.12

北海道・東北  300人以上 0.79 1.38 1.85 2.26 2.62 1.82
　　　　　        300人未満 0.80 1.10 1.67 2.26 2.82 1.77
関東            300人以上 1.19 1.59 2.09 2.53 2.84 2.07
　　　　　        300人未満 0.82 1.30 1.82 2.24 2.73 1.84
東海            300人以上 1.43 1.76 2.20 2.53 2.98 2.17
　　　　　        300人未満 0.84 1.34 1.79 2.33 2.76 1.81
北陸            300人以上 1.42 1.67 2.02 2.47 2.75 2.09
　　　　　        300人未満 0.82 1.24 1.80 2.23 2.71 1.83
近畿            300人以上 1.26 1.59 2.08 2.55 3.00 2.13
　　　　　        300人未満 0.79 1.28 1.83 2.30 2.73 1.80
中国            300人以上 1.09 1.42 1.77 2.17 2.64 1.83
　　　　　        300人未満 0.89 1.24 1.67 2.15 2.65 1.73
四国            300人以上 1.06 1.43 1.77 2.39 2.61 1.81
　　　　　        300人未満 0.61 1.17 1.61 2.13 2.76 1.68
九州            300人以上 0.97 1.52 1.96 2.45 2.77 1.96
　　　　　        300人未満 0.64 1.08 1.63 2.18 2.70 1.73
その他         300人以上 1.29 1.70 2.22 2.67 2.97 2.17
　　　　　        300人未満 1.10 1.52 1.95 2.35 2.89 2.01

地域別・規模別

地域別

産業別

共闘連絡会議別

規模（組合員数）別

平均年齢別

平均勤続年数別

中核組合
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１．　２０１５春闘・賃上げ合計
（４）賃上げ金額／単純集計ベース （単位：円）

10％ 第１四分位 中央値 第３四分位 90％ 平均値
全国 1,628 2,956 4,400 5,838 7,327 4,483

製造業 2,300 3,500 4,757 6,000 7,500 4,871
商業流通 2,210 3,495 4,800 6,271 7,406 4,937
交通運輸 500 1,000 1,863 2,916 4,394 2,208
サービス・ホテル 1,288 2,000 3,367 4,900 6,013 3,614
情報・出版 4,774 4,925 5,177 6,345 7,046 5,788
金融保険 3,276 4,505 4,952 6,114 7,300 5,321
その他 1,636 2,800 4,020 5,624 7,653 4,434

金属 2,785 3,778 5,000 6,200 7,677 5,100
化学・食品・製造等 2,000 2,974 4,355 5,678 7,125 4,468
流通・サービス・金融 1,890 3,000 4,421 5,836 7,069 4,582
インフラ・公益・ 2,680 3,530 4,362 5,008 6,003 4,374
交通・運輸 500 1,000 1,898 2,838 4,482 2,214
その他 1,755 2,908 4,443 6,335 8,476 4,779

9人以下 1,000 2,000 3,147 4,950 6,196 3,752
10人以上29人以下 1,000 2,000 3,500 5,000 6,313 3,615
30人以上49人以下 1,000 2,000 3,500 4,954 6,000 3,558
50人以上99人以下 1,550 2,688 4,000 5,292 6,767 4,124
100人以上299人以下 2,040 3,413 4,609 5,960 7,215 4,714
300人以上499人以下 2,612 3,744 5,200 6,355 7,573 5,164
500人以上999人以下 3,000 4,280 5,360 6,500 7,800 5,411
1000人以上 3,728 4,966 6,382 7,904 9,130 6,467

35歳以下 2,976 3,970 5,000 6,497 7,741 5,196
35歳以上40歳未満 2,716 3,900 5,026 6,300 7,800 5,211
40歳以上45歳未満 1,874 2,933 4,200 5,702 7,414 4,418
45歳以上50歳未満 1,000 1,750 2,680 4,201 5,941 3,240
50歳以上 1,000 1,500 2,298 3,634 5,129 3,202

5年以下 2,005 3,145 4,490 6,489 7,860 4,741
5年超10年以下 2,000 3,193 4,500 6,000 7,603 4,715
10年超12.5年以下 2,000 3,220 4,612 6,000 7,500 4,710
12.5年超15年以下 2,000 3,400 4,800 6,133 7,500 4,857
15年超20年以下 2,119 3,444 4,732 6,044 7,700 4,859
20年超25年以下 1,675 2,837 4,290 5,617 7,188 4,501
25年超 1,000 2,742 3,500 5,000 6,688 3,973

中核組合 2,848 4,530 6,254 8,370 9,047 6,277
その他 1,600 2,933 4,370 5,800 7,257 4,456

北海道・東北 1,360 2,200 3,721 5,059 6,497 3,838
関東 1,688 3,151 4,800 6,196 7,806 4,837
東海 2,000 3,500 4,858 6,034 7,400 4,774
北陸 1,490 2,506 4,000 5,264 6,254 4,044
近畿 1,828 3,000 4,670 6,096 7,458 4,697
中国 1,642 2,506 3,638 5,000 6,192 3,850
四国 1,042 2,500 3,664 5,000 6,144 3,771
九州 1,500 2,399 3,750 5,008 6,500 3,951
その他 3,016 4,425 5,810 7,500 8,778 5,899

北海道・東北  300人以上 1,749 3,045 4,680 5,860 6,574 4,518
　　　　　        300人未満 1,257 2,116 3,500 4,904 6,497 3,712
関東            300人以上 3,204 4,390 5,928 7,356 8,409 5,911
　　　　　        300人未満 1,300 2,758 4,400 5,758 7,229 4,431
東海            300人以上 3,753 4,712 5,793 7,000 8,145 5,869
　　　　　        300人未満 1,522 3,000 4,330 5,535 6,927 4,322
北陸            300人以上 3,455 4,235 5,052 6,230 7,453 5,309
　　　　　        300人未満 1,320 2,408 3,980 5,000 6,000 3,858
近畿            300人以上 3,205 4,419 5,877 7,113 8,287 5,875
　　　　　        300人未満 1,548 2,850 4,334 5,840 7,094 4,420
中国            300人以上 2,000 3,018 4,210 5,558 7,000 4,436
　　　　　        300人未満 1,500 2,500 3,600 4,869 6,000 3,732
四国            300人以上 2,000 3,850 4,726 6,102 6,865 4,747
　　　　　        300人未満 1,000 2,200 3,400 4,898 5,661 3,579
九州            300人以上 1,999 3,637 4,950 5,890 6,931 4,856
　　　　　        300人未満 1,305 2,242 3,500 4,932 6,290 3,775
その他         300人以上 3,411 4,774 6,127 7,937 8,907 6,351
　　　　　        300人未満 2,118 3,730 4,900 6,204 7,077 4,967

地域別・規模別

地域別

中核組合

産業別

共闘連絡会議別

規模（組合員数）別

平均年齢別

平均勤続年数別
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２．　２０１５春闘・定昇分
（１）賃上げ率／組合員数ベース （単位：％）

10％ 第１四分位 中央値 第３四分位 90％ 平均値
全国 1.11 1.52 1.70 1.97 2.15 1.69

製造業 1.23 1.56 1.84 2.04 2.15 1.77
商業流通 0.67 1.13 1.52 1.88 2.14 1.47
交通運輸 0.57 1.43 1.85 1.97 1.97 1.61
サービス・ホテル 1.68 1.68 1.68 1.68 1.68 1.69
情報・出版 1.40 1.40 1.40 1.40 2.00 1.53
金融保険 0.81 1.05 1.47 1.65 2.04 1.46
その他 0.86 1.19 1.59 1.89 2.27 1.57

金属 1.30 1.57 1.84 2.07 2.15 1.77
化学・食品・製造等 1.14 1.50 1.80 2.02 2.25 1.77
流通・サービス・金融 0.75 1.14 1.52 1.84 2.13 1.48
インフラ・公益・ 1.59 1.68 1.68 1.68 1.68 1.66
交通・運輸 0.60 1.43 1.85 1.97 2.20 1.61
その他 0.51 1.18 1.56 2.11 2.41 1.58

9人以下 0.24 1.01 1.46 2.03 2.22 1.42
10人以上29人以下 0.74 1.01 1.53 1.89 2.23 1.50
30人以上49人以下 0.59 1.01 1.47 1.81 2.09 1.41
50人以上99人以下 0.81 1.20 1.57 1.95 2.17 1.54
100人以上299人以下 0.89 1.25 1.59 1.90 2.15 1.56
300人以上499人以下 0.87 1.27 1.66 1.98 2.20 1.59
500人以上999人以下 0.90 1.35 1.64 1.89 2.21 1.60
1000人以上 1.26 1.62 1.74 1.98 2.15 1.74

35歳以下 1.32 1.66 1.96 2.15 2.36 1.89
35歳以上40歳未満 1.17 1.56 1.85 2.06 2.17 1.76
40歳以上45歳未満 1.13 1.52 1.68 1.84 1.97 1.60
45歳以上50歳未満 0.00 0.80 1.15 1.39 1.52 1.03
50歳以上 0.00 0.00 0.78 1.12 1.15 0.73

5年以下 0.10 0.75 1.37 1.81 2.49 1.29
5年超10年以下 1.10 1.44 1.79 2.14 2.39 1.75
10年超12.5年以下 1.05 1.54 1.87 2.15 2.21 1.75
12.5年超15年以下 1.02 1.50 1.79 2.04 2.17 1.71
15年超20年以下 1.26 1.62 1.68 1.88 2.08 1.69
20年超25年以下 1.14 1.48 1.84 1.97 1.97 1.67
25年超 0.76 0.76 1.10 1.55 1.55 1.12

中核組合 1.62 1.68 1.68 1.88 2.08 1.78
その他 1.00 1.40 1.76 1.97 2.15 1.66

北海道・東北 0.70 1.09 1.55 1.93 2.30 1.47
関東 0.94 1.39 1.62 1.88 2.12 1.60
東海 1.28 1.70 1.88 2.08 2.15 1.82
北陸 1.00 1.48 1.72 1.93 2.23 1.67
近畿 0.97 1.37 1.80 1.94 2.17 1.65
中国 0.56 1.03 1.39 1.78 2.14 1.36
四国 0.88 1.38 1.63 1.86 2.04 1.57
九州 0.82 1.24 1.58 1.85 2.15 1.50
その他 1.50 1.68 1.68 1.97 2.15 1.77

北海道・東北  300人以上 0.70 1.12 1.61 1.95 2.30 1.51
　　　　　        300人未満 0.74 1.05 1.38 1.82 2.05 1.41
関東            300人以上 0.96 1.40 1.62 1.88 2.12 1.61
　　　　　        300人未満 0.78 1.17 1.59 1.93 2.22 1.56
東海            300人以上 1.38 1.73 1.88 2.08 2.15 1.84
　　　　　        300人未満 1.02 1.36 1.66 1.94 2.21 1.62
北陸            300人以上 1.38 1.53 1.72 1.91 2.23 1.70
　　　　　        300人未満 0.85 1.28 1.63 1.97 2.15 1.59
近畿            300人以上 1.00 1.41 1.84 1.94 2.12 1.66
　　　　　        300人未満 0.90 1.32 1.66 1.97 2.18 1.61
中国            300人以上 0.48 0.86 1.39 1.77 2.14 1.30
　　　　　        300人未満 0.89 1.20 1.45 1.82 2.12 1.49
四国            300人以上 0.93 1.39 1.63 1.85 2.04 1.60
　　　　　        300人未満 0.79 1.16 1.47 1.87 2.20 1.48
九州            300人以上 0.95 1.31 1.60 1.85 2.17 1.52
　　　　　        300人未満 0.71 1.14 1.53 1.83 2.09 1.46
その他         300人以上 1.50 1.68 1.68 1.97 2.15 1.78
　　　　　        300人未満 1.03 1.41 1.60 1.83 2.03 1.62

地域別・規模別

地域別

産業別

共闘連絡会議別

規模（組合員数）別

平均年齢別

平均勤続年数別

中核組合
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２．　２０１５春闘・定昇分
（２）賃上げ金額／組合員数ベース （単位：円）

10％ 第１四分位 中央値 第３四分位 90％ 平均値
全国 2,882 4,167 5,005 5,931 6,653 4,928

製造業 3,337 4,281 5,300 6,200 6,900 5,220
商業流通 2,065 3,178 4,257 5,189 5,877 4,174
交通運輸 1,000 2,448 5,360 6,653 6,653 4,483
サービス・ホテル 5,005 5,005 5,005 5,005 5,005 4,983
情報・出版 2,316 2,316 2,316 4,477 4,477 3,329
金融保険 2,920 2,920 4,730 4,952 6,297 4,576
その他 2,000 3,361 4,527 5,500 6,300 4,354

金属 3,337 4,300 5,300 6,200 6,701 5,146
化学・食品・製造等 3,337 4,167 5,300 6,353 7,027 5,406
流通・サービス・金融 2,065 3,243 4,272 5,189 5,877 4,214
インフラ・公益・ 4,981 5,005 5,005 5,005 5,005 4,929
交通・運輸 1,000 2,494 5,360 6,653 6,653 4,468
その他 1,508 2,900 4,527 5,564 6,572 4,255

9人以下 1,160 2,500 3,400 4,400 5,916 3,376
10人以上29人以下 1,482 2,200 3,500 4,536 5,800 3,571
30人以上49人以下 1,199 2,326 3,300 4,300 5,249 3,318
50人以上99人以下 1,500 2,821 3,800 4,687 5,450 3,695
100人以上299人以下 2,000 3,000 4,002 4,900 5,798 3,967
300人以上499人以下 2,000 3,225 4,305 5,194 6,127 4,183
500人以上999人以下 2,158 3,410 4,500 5,214 6,021 4,308
1000人以上 3,800 4,800 5,189 6,200 6,700 5,305

35歳以下 3,100 4,200 4,900 6,144 6,200 4,889
35歳以上40歳未満 3,000 4,200 5,350 6,145 7,227 5,147
40歳以上45歳未満 3,264 4,495 5,005 5,621 6,500 4,920
45歳以上50歳未満 400 1,875 3,000 3,949 5,174 2,852
50歳以上 0 0 2,000 2,546 3,093 1,701

5年以下 155 1,438 3,200 4,500 6,094 3,230
5年超10年以下 2,000 3,480 4,500 5,400 6,382 4,475
10年超12.5年以下 2,400 3,879 4,842 6,125 6,332 4,694
12.5年超15年以下 2,482 3,932 4,779 5,877 6,682 4,821
15年超20年以下 3,700 4,894 5,005 5,816 6,800 5,156
20年超25年以下 3,787 4,500 5,360 6,500 6,653 5,442
25年超 2,000 2,000 3,250 4,200 4,200 3,156

中核組合 4,910 5,005 5,005 6,000 7,300 5,444
その他 2,482 3,811 4,892 5,877 6,599 4,756

北海道・東北 1,500 2,500 3,562 4,730 5,557 3,613
関東 2,500 4,100 5,000 5,877 6,599 4,888
東海 3,700 4,500 5,500 6,500 7,300 5,431
北陸 2,571 3,772 4,258 4,739 5,600 4,169
近畿 2,805 3,727 5,000 5,476 6,229 4,630
中国 1,148 2,425 3,300 4,517 5,200 3,365
四国 2,055 3,426 4,300 5,360 5,800 4,127
九州 1,591 3,000 3,860 4,798 5,360 3,738
その他 4,167 5,005 5,005 6,000 6,653 5,317

北海道・東北  300人以上 1,527 2,925 4,026 5,000 5,557 3,829
　　　　　        300人未満 1,500 2,300 3,190 4,121 4,800 3,207
関東            300人以上 2,500 4,239 5,081 5,950 6,599 4,995
　　　　　        300人未満 1,874 3,026 4,199 5,130 6,000 4,141
東海            300人以上 3,800 4,662 5,800 6,500 7,300 5,560
　　　　　        300人未満 2,400 3,400 4,196 5,000 5,900 4,177
北陸            300人以上 3,222 4,000 4,400 5,000 5,650 4,368
　　　　　        300人未満 2,000 2,920 3,818 4,588 5,600 3,763
近畿            300人以上 2,900 3,932 5,223 5,600 6,280 4,728
　　　　　        300人未満 2,053 3,300 4,338 5,204 6,103 4,231
中国            300人以上 1,000 2,018 3,309 5,000 5,200 3,301
　　　　　        300人未満 2,050 2,562 3,288 4,500 5,059 3,483
四国            300人以上 2,540 3,689 4,981 5,360 5,800 4,491
　　　　　        300人未満 1,170 2,286 3,186 4,471 4,992 3,228
九州            300人以上 1,344 3,188 3,860 5,300 5,400 3,882
　　　　　        300人未満 1,591 2,479 3,533 4,219 4,942 3,338
その他         300人以上 4,300 5,005 5,005 6,000 6,653 5,334
　　　　　        300人未満 2,471 3,329 4,479 5,566 6,254 4,425

地域別・規模別

地域別

産業別

共闘連絡会議別

規模（組合員数）別

平均年齢別

平均勤続年数別

中核組合
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２．　２０１５春闘・定昇分
（３）賃上げ率／単純集計ベース （単位：％）

10％ 第１四分位 中央値 第３四分位 90％ 平均値
全国 0.84 1.23 1.60 1.92 2.17 1.56

製造業 1.00 1.33 1.65 1.95 2.15 1.62
商業流通 0.64 1.04 1.39 1.76 2.14 1.42
交通運輸 0.00 0.00 0.69 1.46 2.04 0.86
サービス・ホテル 0.72 1.25 1.80 2.00 2.45 1.65
情報・出版 1.40 1.65 2.00 2.15 2.50 2.02
金融保険 1.07 1.38 1.64 1.99 2.50 1.75
その他 0.79 1.13 1.53 1.88 2.29 1.53

金属 1.00 1.36 1.68 1.96 2.15 1.63
化学・食品・製造等 0.96 1.30 1.61 1.93 2.16 1.60
流通・サービス・金融 0.68 1.09 1.50 1.80 2.22 1.48
インフラ・公益・ 1.00 1.23 1.56 1.79 2.09 1.55
交通・運輸 0.00 0.00 0.81 1.52 2.20 0.95
その他 0.63 1.13 1.53 2.07 2.44 1.57

9人以下 0.53 1.01 1.47 1.98 2.17 1.42
10人以上29人以下 0.74 1.01 1.53 1.89 2.23 1.50
30人以上49人以下 0.59 1.01 1.48 1.81 2.09 1.41
50人以上99人以下 0.82 1.20 1.58 1.95 2.17 1.54
100人以上299人以下 0.89 1.25 1.58 1.89 2.15 1.55
300人以上499人以下 0.87 1.27 1.66 1.98 2.20 1.59
500人以上999人以下 0.92 1.35 1.64 1.89 2.21 1.60
1000人以上 1.00 1.39 1.72 1.97 2.18 1.65

35歳以下 1.12 1.46 1.80 2.07 2.35 1.76
35歳以上40歳未満 1.00 1.37 1.68 1.96 2.17 1.65
40歳以上45歳未満 0.64 1.06 1.42 1.70 1.98 1.37
45歳以上50歳未満 0.00 0.59 0.92 1.41 1.88 0.97
50歳以上 0.00 0.39 0.81 1.14 1.48 0.81

5年以下 0.36 0.84 1.38 1.89 2.49 1.42
5年超10年以下 0.80 1.33 1.67 2.01 2.34 1.63
10年超12.5年以下 0.88 1.28 1.67 1.99 2.22 1.60
12.5年超15年以下 0.89 1.29 1.65 1.97 2.16 1.58
15年超20年以下 0.85 1.20 1.56 1.83 2.01 1.51
20年超25年以下 0.75 1.05 1.36 1.60 1.85 1.33
25年超 0.72 0.89 1.07 1.42 1.61 1.14

中核組合 1.34 1.51 1.82 2.02 2.31 1.81
その他 0.82 1.22 1.60 1.92 2.17 1.55

北海道・東北 0.60 1.00 1.38 1.79 2.06 1.38
関東 0.80 1.19 1.58 1.89 2.20 1.55
東海 1.01 1.40 1.70 1.97 2.19 1.64
北陸 0.86 1.33 1.67 1.96 2.14 1.60
近畿 0.89 1.31 1.68 1.96 2.20 1.60
中国 0.75 1.11 1.42 1.79 2.14 1.44
四国 0.79 1.15 1.51 1.99 2.23 1.55
九州 0.76 1.12 1.56 1.83 2.15 1.47
その他 1.11 1.45 1.72 1.98 2.18 1.69

北海道・東北  300人以上 0.64 1.07 1.48 1.79 2.00 1.38
　　　　　        300人未満 0.60 0.99 1.38 1.79 2.06 1.38
関東            300人以上 0.87 1.28 1.63 1.94 2.17 1.59
　　　　　        300人未満 0.76 1.13 1.56 1.87 2.20 1.53
東海            300人以上 1.10 1.51 1.77 1.99 2.22 1.72
　　　　　        300人未満 0.91 1.32 1.62 1.94 2.16 1.59
北陸            300人以上 1.27 1.55 1.73 2.00 2.23 1.71
　　　　　        300人未満 0.81 1.28 1.63 1.94 2.12 1.56
近畿            300人以上 0.96 1.34 1.68 1.95 2.23 1.64
　　　　　        300人未満 0.87 1.31 1.67 1.96 2.18 1.59
中国            300人以上 0.49 0.98 1.42 1.74 2.00 1.31
　　　　　        300人未満 0.88 1.16 1.42 1.82 2.14 1.48
四国            300人以上 0.78 1.32 1.65 2.02 2.24 1.59
　　　　　        300人未満 0.80 1.15 1.49 1.95 2.22 1.53
九州            300人以上 0.81 1.13 1.60 1.85 2.19 1.50
　　　　　        300人未満 0.75 1.08 1.53 1.82 2.11 1.46
その他         300人以上 1.18 1.49 1.75 2.00 2.20 1.74
　　　　　        300人未満 0.98 1.39 1.64 1.90 2.03 1.60

地域別・規模別

地域別

産業別

共闘連絡会議別

規模（組合員数）別

平均年齢別

平均勤続年数別

中核組合
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２．　２０１５春闘・定昇分
（４）賃上げ金額／単純集計ベース （単位：円）

10％ 第１四分位 中央値 第３四分位 90％ 平均値
全国 1,875 3,000 4,019 5,000 5,931 3,964

製造業 2,314 3,200 4,200 5,000 5,941 4,164
商業流通 1,781 2,768 3,757 4,874 5,791 3,841
交通運輸 0 300 1,325 2,675 5,084 1,911
サービス・ホテル 1,498 2,198 4,025 4,900 5,239 3,612
情報・出版 2,532 2,856 3,396 3,937 4,261 3,396
金融保険 3,276 4,390 4,940 6,114 7,300 5,241
その他 2,000 3,000 4,001 5,000 6,228 4,078

金属 2,300 3,132 4,190 5,000 5,775 4,103
化学・食品・製造等 2,333 3,244 4,240 5,286 6,343 4,311
流通・サービス・金融 1,795 2,896 4,000 4,949 5,817 3,958
インフラ・公益・ 2,530 3,129 4,094 4,725 5,432 4,044
交通・運輸 0 500 1,600 3,000 5,292 2,073
その他 1,528 2,763 3,978 5,443 7,011 4,123

9人以下 1,186 2,309 3,450 4,400 5,492 3,403
10人以上29人以下 1,498 2,210 3,500 4,505 5,670 3,555
30人以上49人以下 1,199 2,326 3,300 4,300 5,231 3,307
50人以上99人以下 1,500 2,800 3,778 4,648 5,425 3,678
100人以上299人以下 2,000 3,000 4,000 4,800 5,700 3,919
300人以上499人以下 2,000 3,212 4,315 5,196 6,142 4,182
500人以上999人以下 2,300 3,452 4,495 5,212 6,021 4,305
1000人以上 2,841 4,087 4,934 5,832 6,596 4,863

35歳以下 2,418 3,272 4,156 4,887 6,006 4,152
35歳以上40歳未満 2,405 3,300 4,318 5,200 6,028 4,286
40歳以上45歳未満 1,490 2,741 3,856 4,800 5,700 3,751
45歳以上50歳未満 0 1,218 2,292 3,692 4,909 2,557
50歳以上 0 816 1,800 2,534 3,072 1,846

5年以下 657 2,000 3,280 4,670 6,222 3,416
5年超10年以下 1,714 2,976 3,890 4,676 5,986 3,838
10年超12.5年以下 1,986 3,000 4,000 4,845 5,884 3,899
12.5年超15年以下 2,000 3,099 4,200 5,008 6,000 4,077
15年超20年以下 2,000 3,114 4,300 5,150 5,994 4,182
20年超25年以下 1,884 2,642 3,914 4,698 5,493 3,784
25年超 1,916 2,609 3,040 3,860 4,410 3,263

中核組合 2,896 4,500 5,187 6,000 6,724 5,047
その他 1,859 2,982 4,000 4,981 5,900 3,939

北海道・東北 1,192 2,026 3,195 4,200 4,900 3,192
関東 1,874 3,054 4,207 5,154 6,204 4,179
東海 2,484 3,500 4,372 5,100 5,922 4,273
北陸 1,906 3,000 3,860 4,561 5,504 3,738
近畿 2,000 3,197 4,338 5,240 6,056 4,191
中国 1,665 2,500 3,292 4,430 5,131 3,386
四国 1,185 2,510 3,620 4,914 5,338 3,535
九州 1,532 2,446 3,507 4,300 5,096 3,364
その他 2,691 3,784 4,743 5,894 6,604 4,763

北海道・東北  300人以上 1,199 2,514 3,551 4,597 5,079 3,471
　　　　　        300人未満 1,192 2,000 3,090 4,064 4,803 3,117
関東            300人以上 2,139 3,600 4,672 5,558 6,574 4,612
　　　　　        300人未満 1,700 3,000 4,000 4,900 6,000 3,949
東海            300人以上 3,136 3,982 4,610 5,400 6,256 4,670
　　　　　        300人未満 2,070 3,178 4,111 4,918 5,525 4,030
北陸            300人以上 2,633 3,976 4,500 5,287 5,645 4,366
　　　　　        300人未満 1,534 2,901 3,600 4,500 5,149 3,561
近畿            300人以上 2,505 3,622 4,700 5,500 6,276 4,529
　　　　　        300人未満 2,000 3,000 4,251 5,000 6,000 4,064
中国            300人以上 1,030 2,425 3,309 4,570 5,200 3,295
　　　　　        300人未満 1,963 2,532 3,250 4,354 5,050 3,415
四国            300人以上 2,016 3,623 5,001 5,387 6,408 4,442
　　　　　        300人未満 927 2,161 3,155 4,425 4,999 3,243
九州            300人以上 1,498 3,084 3,860 4,688 5,453 3,716
　　　　　        300人未満 1,538 2,339 3,400 4,144 4,977 3,237
その他         300人以上 2,990 4,097 4,900 5,992 6,792 4,964
　　　　　        300人未満 2,256 3,276 4,342 5,508 6,150 4,284

地域別・規模別

地域別

産業別

共闘連絡会議別

規模（組合員数）別

平均年齢別

平均勤続年数別

中核組合

－30－



３．　２０１５春闘・ベア分
（１）賃上げ率／組合員数ベース （単位：％）

10％ 第１四分位 中央値 第３四分位 90％ 平均値
全国 0.00 0.33 0.55 0.87 1.14 0.61

製造業 0.03 0.38 0.67 0.93 1.14 0.67
商業流通 0.01 0.26 0.49 0.85 1.38 0.64
交通運輸 0.00 0.19 0.57 0.66 1.00 0.53
サービス・ホテル 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.34
情報・出版 0.75 0.75 0.75 0.75 0.75 0.69
金融保険 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
その他 0.00 0.00 0.35 1.00 1.50 0.63

金属 0.16 0.45 0.75 0.99 1.14 0.72
化学・食品・製造等 0.00 0.27 0.46 0.74 1.05 0.51
流通・サービス・金融 0.00 0.26 0.49 0.85 1.30 0.63
インフラ・公益・ 0.00 0.33 0.33 0.33 0.34 0.33
交通・運輸 0.00 0.19 0.57 0.66 0.96 0.51
その他 0.00 0.22 0.58 1.38 2.02 0.90

9人以下 0.00 0.00 0.17 0.93 1.35 0.56
10人以上29人以下 0.00 0.01 0.35 0.70 1.19 0.49
30人以上49人以下 0.00 0.00 0.24 0.54 1.06 0.39
50人以上99人以下 0.00 0.00 0.34 0.70 1.19 0.47
100人以上299人以下 0.00 0.00 0.35 0.75 1.11 0.48
300人以上499人以下 0.00 0.17 0.40 0.73 1.02 0.50
500人以上999人以下 0.00 0.23 0.46 0.77 1.16 0.57
1000人以上 0.21 0.33 0.61 0.93 1.14 0.65

35歳以下 0.00 0.30 0.70 1.04 1.42 0.74
35歳以上40歳未満 0.00 0.36 0.63 0.87 1.14 0.64
40歳以上45歳未満 0.19 0.33 0.37 0.81 1.08 0.55
45歳以上50歳未満 0.00 0.09 0.27 0.51 1.02 0.41
50歳以上 0.11 0.45 0.92 1.10 1.64 0.86

5年以下 0.00 0.37 0.51 0.91 1.34 0.80
5年超10年以下 0.00 0.21 0.54 0.95 1.62 0.71
10年超12.5年以下 0.10 0.40 0.66 1.04 1.17 0.73
12.5年超15年以下 0.00 0.33 0.49 0.80 1.00 0.57
15年超20年以下 0.08 0.33 0.41 0.91 1.14 0.58
20年超25年以下 0.09 0.44 0.66 0.85 0.93 0.63
25年超 0.11 0.11 0.21 0.31 0.31 0.22

中核組合 0.33 0.33 0.55 1.04 1.14 0.65
その他 0.00 0.27 0.56 0.84 1.10 0.60

北海道・東北 0.00 0.00 0.41 0.82 1.14 0.54
関東 0.00 0.31 0.68 1.08 1.35 0.73
東海 0.19 0.45 0.77 1.04 1.14 0.72
北陸 0.00 0.36 0.46 0.77 1.56 0.62
近畿 0.00 0.27 0.54 0.74 1.02 0.54
中国 0.00 0.21 0.58 0.64 0.98 0.53
四国 0.00 0.00 0.38 0.64 1.75 0.47
九州 0.00 0.06 0.40 0.71 1.00 0.46
その他 0.32 0.33 0.33 0.66 0.87 0.51

北海道・東北  300人以上 0.00 0.00 0.42 0.75 1.05 0.50
　　　　　        300人未満 0.00 0.00 0.40 0.87 1.34 0.60
関東            300人以上 0.14 0.36 0.73 1.09 1.35 0.75
　　　　　        300人未満 0.00 0.00 0.37 0.81 1.15 0.50
東海            300人以上 0.22 0.49 0.79 1.04 1.14 0.75
　　　　　        300人未満 0.00 0.01 0.39 0.61 0.91 0.41
北陸            300人以上 0.20 0.37 0.48 1.00 1.56 0.68
　　　　　        300人未満 0.00 0.17 0.41 0.74 1.15 0.50
近畿            300人以上 0.00 0.33 0.57 0.74 1.02 0.56
　　　　　        300人未満 0.00 0.00 0.32 0.67 1.12 0.45
中国            300人以上 0.00 0.35 0.58 0.64 0.90 0.55
　　　　　        300人未満 0.00 0.00 0.31 0.73 1.20 0.47
四国            300人以上 0.00 0.00 0.39 0.64 1.75 0.48
　　　　　        300人未満 0.00 0.00 0.14 0.53 1.69 0.45
九州            300人以上 0.00 0.10 0.43 0.71 1.00 0.49
　　　　　        300人未満 0.00 0.00 0.25 0.71 0.96 0.39
その他         300人以上 0.33 0.33 0.33 0.66 0.87 0.51
　　　　　        300人未満 0.00 0.00 0.42 0.80 1.12 0.48

地域別・規模別

地域別

産業別

共闘連絡会議別

規模（組合員数）別

平均年齢別

平均勤続年数別

中核組合

－31－



３．　２０１５春闘・ベア分
（２）賃上げ金額／組合員数ベース （単位：円）

10％ 第１四分位 中央値 第３四分位 90％ 平均値
全国 0 1,000 1,645 2,500 3,400 1,813

製造業 0 1,000 2,000 3,000 3,800 2,002
商業流通 0 613 1,185 2,279 3,844 1,665
交通運輸 0 600 1,550 2,229 2,229 1,396
サービス・ホテル 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 975
情報・出版 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 2,413
金融保険 0 0 1,200 1,900 2,240 1,034
その他 0 0 1,000 2,982 4,311 1,648

金属 350 1,100 2,000 3,000 4,000 2,139
化学・食品・製造等 0 750 1,400 2,200 3,121 1,558
流通・サービス・金融 0 610 1,156 2,200 3,830 1,648
インフラ・公益・ 1,000 1,000 1,000 2,400 2,400 1,502
交通・運輸 0 500 1,400 2,229 2,229 1,366
その他 0 607 1,672 3,800 5,857 2,335

9人以下 0 0 900 2,251 3,066 1,320
10人以上29人以下 0 10 921 1,950 2,834 1,142
30人以上49人以下 0 0 594 1,200 2,500 889
50人以上99人以下 0 0 828 1,600 2,900 1,116
100人以上299人以下 0 0 1,000 1,912 2,874 1,162
300人以上499人以下 0 500 1,000 2,000 2,667 1,316
500人以上999人以下 0 500 1,080 2,000 3,000 1,495
1000人以上 613 1,000 2,000 2,700 3,540 2,008

35歳以下 0 800 1,700 3,000 3,544 1,907
35歳以上40歳未満 0 1,000 1,800 2,600 3,640 1,854
40歳以上45歳未満 500 1,000 1,000 2,500 3,400 1,715
45歳以上50歳未満 0 131 509 1,667 2,500 1,005
50歳以上 415 1,000 2,600 2,600 3,000 1,925

5年以下 0 1,000 1,418 2,009 3,115 1,760
5年超10年以下 0 500 1,300 2,404 4,073 1,752
10年超12.5年以下 267 1,000 2,000 3,000 3,000 1,896
12.5年超15年以下 0 1,000 1,500 2,251 3,000 1,625
15年超20年以下 164 1,000 1,101 2,800 4,000 1,787
20年超25年以下 0 1,000 2,229 3,000 3,400 2,058
25年超 300 300 700 800 800 626

中核組合 1,000 1,000 2,400 2,800 4,000 2,129
その他 0 700 1,500 2,418 3,020 1,659

北海道・東北 0 0 1,000 2,000 3,000 1,245
関東 0 950 2,000 3,400 4,010 2,139
東海 500 1,200 2,000 3,000 4,000 2,168
北陸 0 825 1,200 2,000 3,950 1,551
近畿 0 720 1,500 2,000 2,849 1,483
中国 0 509 1,500 1,800 2,207 1,364
四国 0 0 1,013 1,830 3,601 1,116
九州 0 200 1,000 2,000 2,698 1,142
その他 1,000 1,000 1,880 2,400 2,700 1,719

北海道・東北  300人以上 0 0 1,000 2,000 3,000 1,245
　　　　　        300人未満 0 0 1,000 2,000 3,000 1,246
関東            300人以上 100 1,000 2,000 3,400 4,483 2,242
　　　　　        300人未満 0 0 1,000 2,000 3,000 1,282
東海            300人以上 510 1,300 2,400 3,000 4,000 2,284
　　　　　        300人未満 0 0 984 1,500 2,200 1,014
北陸            300人以上 500 1,000 1,200 2,200 4,073 1,729
　　　　　        300人未満 0 360 1,000 1,653 2,800 1,161
近畿            300人以上 0 974 1,600 2,046 2,849 1,562
　　　　　        300人未満 0 0 1,000 1,700 2,900 1,160
中国            300人以上 0 916 1,800 1,800 2,164 1,469
　　　　　        300人未満 0 0 700 1,500 3,000 1,051
四国            300人以上 0 0 1,057 1,980 3,601 1,175
　　　　　        300人未満 0 0 500 1,260 3,021 967
九州            300人以上 0 300 1,000 2,000 2,982 1,223
　　　　　        300人未満 0 0 600 1,700 2,400 909
その他         300人以上 1,000 1,000 1,880 2,400 2,700 1,726
　　　　　        300人未満 0 0 1,000 2,060 2,700 1,259

地域別・規模別

地域別

産業別

共闘連絡会議別

規模（組合員数）別

平均年齢別

平均勤続年数別

中核組合

－32－



３．　２０１５春闘・ベア分
（３）賃上げ率／単純集計ベース （単位：％）

10％ 第１四分位 中央値 第３四分位 90％ 平均値
全国 0.00 0.00 0.39 0.75 1.14 0.50

製造業 0.00 0.00 0.39 0.74 1.05 0.49
商業流通 0.00 0.18 0.46 0.90 1.48 0.62
交通運輸 0.00 0.17 0.39 0.85 1.17 0.53
サービス・ホテル 0.00 0.00 0.22 0.70 0.70 0.33
情報・出版 0.00 0.00 0.00 0.25 0.73 0.19
金融保険 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
その他 0.00 0.00 0.30 0.87 1.50 0.55

金属 0.00 0.01 0.42 0.77 1.08 0.51
化学・食品・製造等 0.00 0.00 0.32 0.59 1.00 0.41
流通・サービス・金融 0.00 0.16 0.49 0.84 1.46 0.61
インフラ・公益・ 0.00 0.00 0.00 0.36 0.56 0.24
交通・運輸 0.00 0.10 0.31 0.72 1.15 0.48
その他 0.00 0.14 0.44 1.19 1.90 0.76

9人以下 0.00 0.00 0.17 0.93 1.40 0.56
10人以上29人以下 0.00 0.00 0.30 0.67 1.20 0.49
30人以上49人以下 0.00 0.00 0.25 0.54 1.06 0.39
50人以上99人以下 0.00 0.00 0.34 0.70 1.19 0.47
100人以上299人以下 0.00 0.00 0.34 0.74 1.12 0.48
300人以上499人以下 0.00 0.17 0.40 0.73 1.02 0.51
500人以上999人以下 0.00 0.22 0.46 0.77 1.16 0.57
1000人以上 0.00 0.33 0.56 0.84 1.14 0.61

35歳以下 0.00 0.14 0.44 0.87 1.26 0.57
35歳以上40歳未満 0.00 0.04 0.40 0.74 1.08 0.50
40歳以上45歳未満 0.00 0.00 0.36 0.68 1.12 0.47
45歳以上50歳未満 0.00 0.00 0.24 0.55 1.05 0.40
50歳以上 0.00 0.26 0.45 0.93 1.08 0.58

5年以下 0.00 0.27 0.48 0.99 1.33 0.67
5年超10年以下 0.00 0.07 0.39 0.80 1.42 0.58
10年超12.5年以下 0.00 0.09 0.43 0.82 1.19 0.54
12.5年超15年以下 0.00 0.06 0.40 0.73 1.04 0.48
15年超20年以下 0.00 0.00 0.36 0.68 1.05 0.45
20年超25年以下 0.00 0.00 0.33 0.66 0.96 0.42
25年超 0.10 0.17 0.23 0.43 0.84 0.36

中核組合 0.00 0.33 0.61 0.90 1.13 0.58
その他 0.00 0.00 0.39 0.74 1.14 0.50

北海道・東北 0.00 0.00 0.41 0.87 1.41 0.60
関東 0.00 0.06 0.40 0.82 1.19 0.54
東海 0.00 0.17 0.41 0.66 0.95 0.46
北陸 0.00 0.18 0.39 0.71 1.15 0.49
近畿 0.00 0.00 0.35 0.68 1.11 0.47
中国 0.00 0.00 0.35 0.74 1.16 0.48
四国 0.00 0.00 0.28 0.62 1.33 0.46
九州 0.00 0.00 0.28 0.65 1.01 0.41
その他 0.00 0.17 0.50 0.80 1.06 0.54

北海道・東北  300人以上 0.00 0.00 0.42 0.83 1.14 0.54
　　　　　        300人未満 0.00 0.00 0.41 0.88 1.49 0.62
関東            300人以上 0.00 0.24 0.52 0.89 1.30 0.64
　　　　　        300人未満 0.00 0.00 0.33 0.77 1.10 0.47
東海            300人以上 0.09 0.30 0.48 0.74 0.96 0.53
　　　　　        300人未満 0.00 0.00 0.35 0.60 0.92 0.41
北陸            300人以上 0.00 0.35 0.44 0.71 1.11 0.55
　　　　　        300人未満 0.00 0.15 0.39 0.71 1.16 0.48
近畿            300人以上 0.00 0.17 0.43 0.74 1.05 0.52
　　　　　        300人未満 0.00 0.00 0.31 0.66 1.12 0.45
中国            300人以上 0.00 0.20 0.45 0.75 1.00 0.55
　　　　　        300人未満 0.00 0.00 0.26 0.73 1.20 0.46
四国            300人以上 0.00 0.03 0.44 0.65 0.91 0.46
　　　　　        300人未満 0.00 0.00 0.14 0.53 1.71 0.46
九州            300人以上 0.00 0.09 0.41 0.74 1.29 0.52
　　　　　        300人未満 0.00 0.00 0.22 0.58 0.96 0.36
その他         300人以上 0.00 0.28 0.50 0.79 1.04 0.55
　　　　　        300人未満 0.00 0.00 0.41 0.80 1.20 0.51

地域別・規模別

地域別

産業別

共闘連絡会議別

規模（組合員数）別

平均年齢別

平均勤続年数別

中核組合

－33－



３．　２０１５春闘・ベア分
（４）賃上げ金額／単純集計ベース （単位：円）

10％ 第１四分位 中央値 第３四分位 90％ 平均値
全国 0 0 1,000 2,000 3,000 1,251

製造業 0 0 1,000 2,000 2,987 1,223
商業流通 0 324 1,079 2,407 3,959 1,613
交通運輸 0 400 1,000 2,000 2,200 1,093
サービス・ホテル 0 0 75 1,000 2,000 579
情報・出版 1,300 2,000 2,400 2,400 2,520 2,223
金融保険 360 900 1,550 1,985 2,138 1,335
その他 0 0 745 2,000 4,000 1,346

金属 0 0 1,000 2,000 3,000 1,272
化学・食品・製造等 0 0 921 1,548 2,569 1,068
流通・サービス・金融 0 182 1,007 2,162 3,860 1,550
インフラ・公益・ 0 0 500 1,000 2,400 786
交通・運輸 0 300 908 1,871 2,172 1,037
その他 0 300 1,033 3,000 4,524 1,892

9人以下 0 0 950 2,363 3,055 1,356
10人以上29人以下 0 0 700 1,926 2,860 1,150
30人以上49人以下 0 0 594 1,211 2,500 895
50人以上99人以下 0 0 806 1,600 2,930 1,111
100人以上299人以下 0 0 950 1,900 2,946 1,153
300人以上499人以下 0 500 1,000 2,000 2,650 1,314
500人以上999人以下 0 500 1,040 2,000 3,000 1,476
1000人以上 0 1,000 1,544 2,500 3,300 1,742

35歳以下 0 382 1,000 2,000 3,000 1,332
35歳以上40歳未満 0 100 1,000 2,000 3,000 1,270
40歳以上45歳未満 0 0 1,000 1,800 3,000 1,250
45歳以上50歳未満 0 0 500 1,600 2,500 984
50歳以上 0 455 1,500 2,400 2,780 1,410

5年以下 0 710 1,024 2,725 3,088 1,618
5年超10年以下 0 226 1,000 1,895 3,372 1,304
10年超12.5年以下 0 274 1,000 2,000 3,000 1,294
12.5年超15年以下 0 200 1,000 2,000 2,800 1,238
15年超20年以下 0 0 1,000 2,000 3,000 1,229
20年超25年以下 0 0 1,000 1,882 3,000 1,173
25年超 270 450 700 1,200 2,514 1,048

中核組合 0 1,000 2,000 2,700 3,316 1,849
その他 0 0 1,000 2,000 3,000 1,236

北海道・東北 0 0 1,000 2,000 3,069 1,312
関東 0 166 1,000 2,000 3,023 1,410
東海 0 395 1,000 1,604 2,500 1,158
北陸 0 500 1,000 1,653 2,920 1,186
近畿 0 0 1,000 1,859 3,000 1,206
中国 0 0 892 1,800 2,500 1,084
四国 0 0 507 1,440 2,762 1,038
九州 0 0 633 1,533 2,600 953
その他 0 500 1,477 2,355 3,000 1,529

北海道・東北  300人以上 0 82 1,000 2,000 3,000 1,308
　　　　　        300人未満 0 0 1,000 2,000 3,206 1,313
関東            300人以上 0 612 1,420 2,500 3,543 1,764
　　　　　        300人未満 0 0 893 2,000 3,000 1,202
東海            300人以上 156 700 1,200 2,000 2,800 1,419
　　　　　        300人未満 0 0 830 1,500 2,274 995
北陸            300人以上 0 800 1,140 1,875 3,070 1,460
　　　　　        300人未満 0 355 872 1,539 2,751 1,112
近畿            300人以上 0 500 1,064 2,000 3,000 1,379
　　　　　        300人未満 0 0 902 1,692 3,000 1,139
中国            300人以上 0 500 1,100 2,000 2,323 1,329
　　　　　        300人未満 0 0 506 1,500 2,500 997
四国            300人以上 0 109 1,078 1,868 2,230 1,172
　　　　　        300人未満 0 0 486 1,088 3,261 997
九州            300人以上 0 300 1,000 1,736 2,703 1,218
　　　　　        300人未満 0 0 500 1,411 2,350 845
その他         300人以上 0 875 1,500 2,400 3,000 1,629
　　　　　        300人未満 0 0 1,000 2,000 2,677 1,259

地域別・規模別

地域別

産業別

共闘連絡会議別

規模（組合員数）別

平均年齢別

平均勤続年数別

中核組合

－34－



４．　２０１５春闘・要求合計
（１）賃上げ率／組合員数ベース （単位：％）

10％ 第１四分位 中央値 第３四分位 90％ 平均値
全国 2.31 3.25 3.69 4.16 4.75 3.66

製造業 2.28 3.19 3.79 4.20 4.83 3.69
商業流通 2.00 3.20 3.83 4.39 4.83 3.70
交通運輸 2.99 3.34 3.63 4.00 4.36 3.68
サービス・ホテル 3.56 3.69 3.69 3.69 3.69 3.57
情報・出版 1.40 1.40 1.40 1.40 3.00 1.67
金融保険 0.81 1.05 1.47 1.65 2.04 1.46
その他 1.83 3.09 3.65 4.44 5.11 3.72

金属 2.86 3.53 3.89 4.23 4.93 3.88
化学・食品・製造等 2.00 2.48 3.33 4.01 4.54 3.29
流通・サービス・金融 1.79 2.85 3.68 4.38 4.83 3.58
インフラ・公益・ 2.81 3.69 3.69 3.69 3.69 3.48
交通・運輸 2.93 3.33 3.63 4.00 4.36 3.66
その他 3.08 3.34 4.02 4.64 5.40 4.08

9人以下 2.00 2.67 4.14 5.51 6.81 4.56
10人以上29人以下 1.96 2.61 3.65 4.99 6.01 3.86
30人以上49人以下 1.93 2.62 3.60 4.74 5.55 3.72
50人以上99人以下 1.93 2.61 3.85 4.74 5.64 3.79
100人以上299人以下 2.11 2.96 3.87 4.49 5.06 3.74
300人以上499人以下 2.10 3.00 3.76 4.46 4.96 3.68
500人以上999人以下 2.21 3.01 3.82 4.44 4.90 3.70
1000人以上 2.62 3.37 3.69 4.00 4.41 3.63

35歳以下 3.00 3.72 4.23 4.69 5.02 4.16
35歳以上40歳未満 2.25 3.19 3.79 4.16 4.78 3.69
40歳以上45歳未満 2.50 3.25 3.69 3.69 4.18 3.51
45歳以上50歳未満 2.00 2.83 3.28 4.25 4.76 3.48
50歳以上 2.00 2.30 3.22 4.36 5.84 3.81

5年以下 3.79 3.89 4.40 5.09 7.21 4.57
5年超10年以下 3.00 3.48 4.15 4.74 5.02 4.08
10年超12.5年以下 2.20 3.50 3.91 4.26 4.99 3.81
12.5年超15年以下 2.54 3.12 3.99 4.24 4.78 3.76
15年超20年以下 2.62 3.42 3.69 3.82 4.23 3.58
20年超25年以下 1.79 2.78 3.49 3.89 4.00 3.18
25年超 2.54 2.65 3.72 4.21 4.36 3.84

中核組合 3.25 3.63 3.69 3.79 4.03 3.67
その他 2.13 3.02 3.78 4.23 4.83 3.66

北海道・東北 1.95 3.17 3.84 4.56 5.20 3.78
関東 1.79 2.92 3.64 4.10 4.69 3.48
東海 2.99 3.54 3.79 4.19 4.45 3.79
北陸 2.03 3.74 4.27 5.00 5.55 4.21
近畿 2.32 3.09 3.90 4.11 4.73 3.68
中国 2.42 3.00 3.62 4.33 4.95 3.68
四国 1.67 2.99 3.48 4.13 4.79 3.56
九州 2.16 3.48 4.00 4.43 4.93 3.84
その他 2.50 3.37 3.69 3.69 4.52 3.59

北海道・東北  300人以上 1.89 3.20 3.47 4.33 5.00 3.63
　　　　　        300人未満 2.00 3.14 4.19 4.90 5.44 4.02
関東            300人以上 1.79 2.92 3.63 4.08 4.69 3.47
　　　　　        300人未満 2.09 2.89 3.73 4.33 4.87 3.62
東海            300人以上 3.03 3.54 3.79 4.17 4.41 3.81
　　　　　        300人未満 2.01 2.95 3.73 4.37 4.97 3.66
北陸            300人以上 1.92 3.89 4.23 4.86 5.43 4.18
　　　　　        300人未満 2.19 3.38 4.41 5.07 5.98 4.25
近畿            300人以上 2.67 3.11 3.90 4.01 4.57 3.69
　　　　　        300人未満 1.84 2.72 3.80 4.47 5.24 3.65
中国            300人以上 2.51 3.12 3.90 4.29 4.69 3.70
　　　　　        300人未満 2.32 2.82 3.54 4.41 5.11 3.65
四国            300人以上 1.67 2.99 3.48 4.00 4.42 3.39
　　　　　        300人未満 2.09 2.96 4.05 4.83 5.90 3.91
九州            300人以上 2.00 3.48 4.00 4.26 4.91 3.75
　　　　　        300人未満 2.36 3.34 4.10 4.61 5.26 4.03
その他         300人以上 2.55 3.45 3.69 3.69 4.52 3.60
　　　　　        300人未満 1.72 2.19 2.60 3.17 3.97 2.77

地域別・規模別

地域別

産業別

共闘連絡会議別

規模（組合員数）別

平均年齢別

平均勤続年数別

中核組合
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